
大内啓治議員

仲山忠男議員

渡司考一議員

紀野敏明議員

福山よしてる議員

床田正勝議員

平成１２年度予算案を可決
3 月 定 例 会

大阪市会は、３月定例会を３月１日から３月３０日まで開きました。
この定例会では、３月１日の本会議で市長から総額４兆２，９１２億５，０００万

円に上る大阪市の平成１２年度予算案等について説明があり、３月７日・８
日の本会議で各会派の代表質問を行いました。
その後、予算案等を６つの常任委員会にそれぞれ所管別に付託し、各委

員会において慎重かつ専門的に審査を行いました。
そして、３月３０日の本会議で、平成１２年度予算案等は、人権尊重の社会

づくり条例案は修正、同和地区解放会館条例の一部を改正する条例案は附
帯決議を付し、その他は原案どおりいずれも賛成多数により可決しました。
また、この定例会では、平成１１年度補正予算案をはじめ、「アレルギー性

疾患対策の早期確立を求める意見書」などの案件を可決しました。

自由民主党

●新しい教育改革について
問 ２１世紀を担う子どもたちを社会全
体で育成することが大切であり、開か
れた学校づくりを進めていくことが重
要である。文部省令改正により「学校
評議員」が設置できるとのことだが、
どのように考えているのか。
今後の教育改革の進め方とそれに伴

う具体的な施策について問う。
答 現在、学校が地域社会と連携した
様々な取り組みを進めており、今後は
「学校評議員」の導入も視野に入れつつ、
学校と地域の実態に応じたより望まし
い連携のあり方を検討していきたい。
また、平成１２年度より「出会い・ふ

れあい２１」事業を実施して、体験学習
の推進や社会人の学校教育への積極的
な活用を図るとともに、伝統文化や歴
史を大切にした「大阪らしさ」を生か
した教育の推進などを図っていきたい。
その他の質問項目
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今後の財政運営、行財政改革への取
り組み、総合計画２１推進のための新
中期指針策定、事業評価システムの
導入、大阪経済の活性化など
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公 明 党

●子育て支援策の拡充について
問 働く女性が増加する中、とりわけ
低年齢児保育のニーズが高まっており、
必要な人がすべて入所できるよう、早急
に入所枠の拡大を図るべきである。
また、多様な保育サービスの一層の

拡充や子育てにかかる経済的負担の軽
減などを図るべきであり、これら少子
化対策の総合的な推進について問う。
答 平成１３年度末までに保育所に入所
できない待機児童の解消を図るため、
増改築や建て替えなどの保育所整備を
図り入所枠の拡大を行っていく。そし
て延長保育や休日保育、一時保育など
多様な保育サービスの推進に努めたい。
また、平成１２年度には３歳未満児等

の保育料の軽減を図り、乳幼児の通院

医療費の助成対象年齢を４歳まで拡大
するなど、様々な子育て支援策を推進
して少子化対策に取り組んでいきたい。
その他の質問項目
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新しい行財政改革への取り組み、高
齢者施策と介護保険制度、男女共同
参画社会の実現、中高一貫教育、中
小企業施策、オリンピック招致など
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日本共産党

●夢洲開発について
問 住宅建設など公共が受け持つだけ
でも５，０００億円とも６，０００億円とも言わ
れている費用を、どこから捻出するつ
もりなのか。また、２０００年度中に着工
しようとする北港テクノポート線は採
算の見通しがあるのか。
オリンピックを利用して巨大開発を

進めるような事はやめるべきである。
答 夢洲の住宅地は立地の特性を生か
して、働く場や集い・憩える場とセッ
トで整備したい。今後、計画の策定に
あわせて事業費の精査や、財源、事業
手法の検討を行う予定である。
北港テクノポート線の鉄道整備は、

臨海部の開発拠点を結び、国際集客都
市としての機能強化が図れるなど効果
が大きい。今後、臨海部全体の回遊性
を高めて着実に利用者の増加を図り、
安定した経営を目指していきたい。
その他の質問項目
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WTCやATC支援の中止、介護保険制
度への対応、国民健康保険料の引き
下げ、学童保育、中小企業支援の強
化、同和対策事業の終結など

�
�
�
�
�
�

民主党・市民連合

●区政改革への取り組みについて
問 区政改革の推進は、区役所を市民
により身近なものとしていく取り組み
であり、今後、区役所がまちづくりや
子育て支援などの中心となり積極的に
役割を果たしていくべきである。
そのためには総合庁舎化など市民が

「区役所が変わった」と実感できる取
り組みが必要と考えるが、所見を問う。

答 総合的で地域に密着した行政サー
ビスを推進するため、区役所の機能強
化に努めてきており、今後一層その機
能を高め、介護保険制度の円滑な実施
や青少年の健全育成など、区民ととも
に積極的に取り組んでいく。
さらに、区庁舎の建て替えに際して

は、保健センターなども含めた複合施
設として、区民に開かれた区庁舎整備
を進めるなど、シビックセンターとし
て機能するよう全力で取り組んでいく。
その他の質問項目
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新たなセーフティネットの構築、産
業・雇用政策、子育ち・子育て支援
体制の確立、人権施策、情報公開、
市民参加によるまちづくりなど
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民友クラブ

●ものづくりの活性化について
問 市内には中小製造業が多いが、景
気低迷で受注の減少など厳しい状況に
あり、製造業の活力が失われると、大
阪経済の活力の低下につながるのでは
ないかと懸念される。
大阪産業創造館を中心に、ものづく

り活性化の担い手としての役割を果た
すことが重要と考えるが、所見を問う。
答 ものづくり産業集積の維持発展を
目指し、昨年、２４時間操業可能な賃貸
工場を開設した。さらに来年１月に開
設予定の大阪産業創造館では、中小製
造業者の経営基盤の強化に向け、経営
相談、融資等の総合的な支援体制を整
備するほか、市立大学や工業研究所な
どの研究機関との連携を強めていく。

また、今後の大阪産業の振興を体系
的に推進していくため、平成１２年度に
産業振興中期ビジョンを策定する。
その他の質問項目
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地域に開かれた学校づくり、行財政
改革への取り組み、交通事業、高齢
者施策、在来地区も含めた臨海部開
発、調和のとれたまちづくりなど
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自由民主党

●オリンピック招致について
問 オリンピックを招致する活動とは
崇高なオリンピック精神を理解し、普
及させる過程でもあり、その実現が市
民の意識を向上させ、若者に夢と希望
を与える大きな教育的効果をもたらす。
今こそ、オリンピックの素晴らしさ

を原点に帰って市民にアピールしてい
くべきだと考えるが、所見を問う。
答 本来のオリンピックの意義、素晴
らしさに市民が共鳴し、ぜひ大阪で開
催したいという熱意を世界中にアピー
ルすることが重要である。招致活動に
ついては、フェアプレイの精神は当然
のことであり、招致活動自体が２１世紀
のモデルとなるようにし、それにより
大阪が評価され、招致・開催が実現す
ると考えている。
市長自ら先頭に立って推進するので、
議員や市民こぞって支援をお願いする。
その他の質問項目
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市民スポーツの振興、循環型社会の
構築、国旗・国歌への取り組み、青
少年の健全育成、高齢者の生きがい
施策、商店街の活性化など
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各会派の代表質問

総額４兆２，９１２億５，０００万円

市会本会議場（傍聴席から）

３月７日の本会議で自由民主党、公明党、日本共産党が、翌８日の本会議では民主党
・市民連合、民友クラブ、自由民主党が、それぞれ予算案等に対する代表質問を行いま
した。その質問の中から主なものを紹介します。

市 会 の 動 き
〔 ３ 月 定 例 会 〕

２．２３（水） 招集告示
２５（金）・２８（月）

常任委員会（事前調査）
３．１（水） 本会議＜開会＞（予算案等

の市長説明など）
７（火）・８（水）

本会議（代表質問）
９（木） 常任委員会（説明等）

１０（金） 常任委員会（実地調査）
１４（火）～１７（金）

常任委員会（質疑）
２４（金）・２７（月）

常任委員会（事前調査）
３０（木） 常任委員会（態度決定）

本会議（予算案、意見書等の
可決など）＜閉会＞

定 数 ９０人

自 由 民 主 党 ３５人

公 明 党 １９人

日 本 共 産 党 １５人

民主党・市民連合 １１人

民 友 ク ラ ブ ９人

無所属市民クラブ １人

（平成１２年４月２０日現在）

市会の構成〔会派別
議員数〕

平成12年5月大阪市会だより 編集と発行…大阪市会事務局調査課 大阪市北区中之島１‐３‐２０�６２０８‐８６９４
大阪市会ホームページアドレス…http：//www.city.osaka.jp/shikai/
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財政総務委員会
問 今後の財政運営について
答 市税収入が３年連続して前年度を
下回る一方、公債費や福祉費などが増
大し、極めて深刻な財政状況となって
いる。予算編成では限られた財源の重
点的・効率的配分に努めた。
今後の財政運営については、福祉、

健康、安全など自治体の責務を果たす
ため、引き続き行財政改革に積極的に
取り組み、事業評価システムの活用な
ど、新たな手法も取り入れながら、更
に創意工夫をこらしていきたい。
問 オリンピック招致について
答 IOCが開催都市選定方法の改革の柱
として新たに「正式立候補承認手続き」
を導入し、開催が可能かどうか質問事
項に対する回答によってふるいにかけ
るので、本市の現状や計画を事実に基
づき的確に示したい。
また、当面は、地元大阪をはじめ国

内の招致ムードを盛り上げるため、市
民参加の集会などを開催したい。

問 人権施策の推進について
答 これまで総合的な人権行政の推進
を図ってきたが、更に人権が尊重され
る社会の実現を目指し、「大阪市人権尊
重の社会づくり条例案」を提案した。
この条例に掲げる事業は、人権啓発

事業など、ソフト面を重視している。
また、新たな「人権文化センター」

は、地域住民の福祉の向上や市民交流
の促進などを図り、すべての人の人権
が尊重される社会の実現に寄与するこ
とを目的としており、幅広い市民利用
を図る。
その他の質疑項目
�
�
�
�
�

行財政改革への取り組み、同和対策
事業、ボランティア、NPO活動支援、
男女共同参画、文化振興など
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文教経済委員会
問 今後の大阪の経済政策について
答 来年１月開設の大阪産業創造館で
は、これまでの中小企業支援に加えて
中小企業が新たな事業を展開しようと
する時に、市立大学などと連携・協力
して手助けができる仕組みをつくって
いく。大阪に行けば新しいビジネスチ
ャンスがあり、ベンチャービジネスを
立ち上げやすいとなれば、中小企業等
が大阪に押し寄せ、そのことが大阪の
中小企業を刺激し、大阪自身が活性化
していくことになる。
問 大阪市信用保証協会の今後のあり
方について
答 長引く景気の低迷から、保証協会
の肩代わり返済すべき額が多額となり、
保証協会自体の負担額も大きくなって
いる。しかし、保証協会は大阪の中小

企業にとって資金面での大きなよりど
ころであり、多様な資金ニーズに対応
していく必要がある。
このため、今後は、保証協会による

一層の自助努力や、本市の積極的な支
援とあわせて、金融機関に対しても応
分の負担を強く要請していく。
問 今後の教育のあり方について
答 教育改革懇話会の提言などを踏ま
え、平成１２年度のはじめに教育改革の
基本方向として、学校教育を中心とし
ながらも家庭や地域も視野に入れた今
後の教育のあり方をまとめたい。
また、平成１２年度より体験学習推進

事業と学校支援人材バンク活用事業か
らなる「出会い・ふれあい２１」事業を
実施し、２１世紀に向かってたくましく
生きる子どもを育成していきたい。
その他の質疑項目
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中央卸売市場の経営方策、国旗・国
歌の学校現場での指導方針、学習障
害、中学生の昼食事業の試行など
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民生保健委員会
問 介護保険制度における給付と負担
について
答 介護保険料は、保険制度として給
付と負担の適正な関係を明確にするた
めに、低所得者であっても負担を求め
ざるを得ないが、非常に所得が低く、
真に困っていながら、なお自分で生活
している方に対しては、何らかの配慮
が必要ではないかと考えている。
今後、他都市とも十分連携しながら、
その内容と範囲を保険料の決定通知書
を送付するまでに検討していきたい。
問 障害者施策について
答 地元住民の反対運動が起こってい
る障害者施設の整備については、ノー
マライゼーションの理念に基づき、住
民の理解と協力を求める努力を今後も
続けながら、市内にバランスよく整備
できるよう全力を挙げていきたい。
また、障害者施設における権利擁護

については、障害者入所施設ガイドラ
イン策定委員会で検討しており、平成
１２年度には数カ所の施設で検証し、実
効性あるガイドラインを策定したい。
問 国民健康保険事業について
答 医療費を国庫支出金と保険料で賄
うという制度の趣旨に則り、平成１２年
度は保険料を３％改定し、今後、医療
費の伸び、介護保険の状況等を勘案し
ながら、収支均衡が保てるよう５年程
度を目途に段階的に引き上げたい。
また、時代に見合った徴収体制を確

立するため、保険料業務センターを平
成１２年度中に設置するなど、保険料の
収入確保に努めていく。
その他の質疑項目
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保健センター、産業廃棄物の適正処
理、ホームレス対策、児童施策の充
実、新健康大阪計画の策定など
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計画消防委員会
問 事業評価システムの導入について
答 平成１２年度から実施する業績評価
は、政策・施策・事業の体系が明確な
中期指針事業から着手し、順次、段階
的に拡大していきたい。

行政が事業を行う場合に、どのよう
な考え方で、どのような結果を狙って
いるかを示して透明性をもたせ、市民
に対する説明責任を果たすという基本
的な考え方のもとに、大阪らしいシス
テムを作り上げていきたい。
問 中堅層や子育て層の市内定住の促
進に向けた住宅施策について
答 人口の呼び戻しや定着の観点から、
分譲マンションの果たす役割は大きく、
このため、優良建築物等整備事業や民
間分譲マンション購入資金融資などを
推進していく。
さらに、全国に先駆けたマンション

管理支援機構を夏ごろまでに設立し、
住まい情報センターで受けた複雑な相
談などへの的確な支援や情報提供など、
様々な支援を総合的に行っていきたい。
問 消防庁舎の建替計画について
答 平成７年度の耐震診断の結果、庁
舎の建て替えが必要となり、その後、
資産の有効活用の観点から交通局庁舎
とあわせて整備する素案が示され、現
在、調整を始めたところである。
現段階では平成１７～１８年ごろには完

成させたいと考えており、防災の中枢
として、本市の安全の一翼を担うにふ
さわしい庁舎とするために全力を傾注
していく。
その他の質疑項目
�
�
�
�
�

総合計画２１推進の「新中期指針」、市
営住宅における課題、阿倍野再開発
事業、密集市街地整備の促進など
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建設港湾委員会
問 USJ（ユニバーサル・スタジオ・ジャパン）
の工事の進捗状況や周辺整備について
答 工事の進捗は現在５０％を超え、本
年中にほぼ完成の予定である。JR桜島
線の複線化や新駅の建設も順調である。
周辺道路は平成１２年度内に整備され、
桜島守口線の道路拡幅等も平成１４年度
には完了させる予定である。
USJを核とする新しいまちづくりを進
めるため、交通量増加に対する安全策
を推進するとともに、地域と共存・共
栄する事業とすべく努力したい。
問 夢洲まちづくり計画やエコポート
事業について
答 夢洲全体として、環境をテーマと
したまちづくりに取り組み、省資源・
省エネルギーのシステムを実証しつつ

改良を進め、環境産業・環境ビジネス
を育成する場としても提供していく。
また、エコポート事業は、自然環境

の保全や創造を目的とし、平成１２年度
に実施設計を行い、１３年度から工事に
着手して、環境と共生する夢洲の水辺
整備に努めたい。
問 浸水対策について
答 市東南部の抜本的な浸水対策とし
て着手した「なにわ大放水路」が本年
３月末に完成し、１時間に６０ミリの計
画降雨量にも対応できると考えている。
また、きめ細かな浸水対策として、

市内の浸水多発地域約３１０カ所で雨水貯
留池などの工事を進め、平成１２年度末
には約２６０カ所が完了又は実施中となる。
残りも順次着工し、一日も早く浸水の
解消・緩和に努めたい。
その他の質疑項目
�
�
�
�
�

大阪港の埋立事業の見直し、自転車
駐車場や放置自転車問題、花博記念
公園鶴見緑地の整備など

�
�
�
�
�

交通水道委員会
問 交通事業の抜本的な経営改善につ
いて
答 市民・利用者に対して継続的・安
定的に輸送サービスを提供することが
公営交通事業の責務であり、そのため
には民間事業者との競争に対抗できる
よう、経営基盤を強化する必要がある。
現在、公営交通事業改革調査委員会

で、従来とは違った視野に立つ経営改
善策を検討しており、平成１２年度中に
は具体的な方策を取りまとめていく。
問 小型バスサービスの試行について
答 本年５月２０日から、主としてコミ
ュニティ系バスサービスの試行を実施
するが、地域住民の意向を反映した運
行ルート・サービス水準にすることが
必要であるため、区役所などが主体と
なり、路線の設定等を検討することが
望ましい。
本格実施の際には、今回の試行結果

を踏まえながら、行政が主体的にかか
わる仕組みが構築できるよう関係各局
と協議を進めていきたい。
問 水道局庁舎の移転計画について
答 WTCへの移転計画は、ベイエリア
地区の活性化と本市関連資産の有効活
用の方策として、全市的な観点から取
り組んでいるもので、水道事業管理者
の立場からも、このことを重く受け止
め、総合的に判断した。
なお、庁舎移転が市民サービスの低

下をきたさぬよう、今後とも十分留意
したい。
その他の質疑項目
�
�
�
�
�

地下鉄の安全対策、ニュートラム保
守職員の不祥事、水道の市民サービ
ス向上施策、配水管整備など

�
�
�
�
�

オリンピック立候補記念集会

常任委員会での主な論議

夢洲のイメージ図

可 決 さ れ た 意 見 書
３月定例会では、以下の意見書を可決し、関係先へ提出しました。

〇アレルギー性疾患対策の早期確立を求める意見書

〇核兵器廃絶に向けてさらなる政府の取り組みを求める意見書

（以上、平成１２年３月３０日可決）

３月１４日～１７日の４日間、６常任委員会においてそれぞれ予算案
等に対する論議が交わされました。その主な内容を紹介します。
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